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北京市における耕地面積変化の要因に関する分析 

―1978－2008 年の長期分析― 
 

張佳書1 
 
要旨 
改革開放以来，経済の高度成長と急速な都市化に伴って，北京市の農村地域では大量の

耕地が建設用地に転用され，それが，生態環境に影響を及ぼし，環境汚染などの問題も引

き起こしている．これらの問題は，次第に政府によっても重視されるようになり，1986 年

に「中華人民共和国土地管理法」が制定されたのを契機として中国の耕地保全政策は徐々

に整備されてきている．しかし，1986 年以降も北京市では実際の耕地面積は年々減少して

きている．特に 1995 年から 1996 年と 2001 年から 2004 年にかけての 2 つの時期に，耕地

の面積は激しく減少した．そこで，本稿では，1978 年から 2008 年までの 30 年間を対象と

して，北京市における耕地減少の要因を分析する． その際とくに，経済的な要因と政策の

要因の双方に着目し，耕地面積が急減した理由を明らかにすることを課題とする． 
北京市の耕地面積変動の説明変数として総定住人口数 X1，域内総生産に占める第三次産

業の比重 X2，固定資産投資額 X3，耕地面積当たりの穀物の収量 X4，農業機械化の総動力

X5，「退耕還林プロジェクト」P1と「中華人民共和国土地管理法」P2の 7 つの説明変数を設

定し，6 つの長期均衡モデルを建てて，Stata によって計量分析を行った．その結果，以下の

論点が明らかになった． 
耕地面積の減少に影響した経済的な要素は総定住人口数，域内総生産に占める第三次産

業の比重，固定資産投資額，耕地面積当たりの穀物の収量及び農業機械化の総動力である．

政策要素については，「退耕還林プロジェクト」の実施に伴って，2000 年から 2004 年まで

大量の耕地が林地に転換された．他方で，「中華人民共和国土地管理法」の施行は政策意図

とは逆に負の影響が検出された．それは「中華人民共和国土地管理法」の重要な政策の一

つである「占補平衡政策」の性質によると思われる．「占補平衡政策」は，耕地の総量を守

るために民間企業が耕地を建設用地に転用した後に，必ず同じ程度の面積の耕地を補充し

なければならないという政策である．ただし，耕地以外の他の農用地が「占補平衡」政策

の対象とならなかったため，この政策の実施によって逆方向のインセンティブが生じてい

る．すなわち，転用しようとする事業者は「占補平衡政策」の対象となることを免れるた

めに，まず耕地を他の農用地に地目転換した後で，建設用地への転用する動きが進展した． 
結果として「中華人民共和国土地管理法」の 1998 年の改訂は政策意図とは逆に耕地を減少

させる原因になってしまった． 
 
キーワード：耕地利用，要因分析，北京市，計量分析，歴史分析 
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第 1 表 先行研究の整理 Ⅰ はじめに 
文献名 研究対象 選択された変動要因 分析手法

孙强・蔡

运龙・王

乐[14] 

北京市 

1986 年

-2004 年

人口， GDP，収入，

農 業 の ア ウ ト プ ッ

ト，技術進歩のカテ

ゴリから 14 の指標を

選んだ 

ステップ

ワイズ回

帰 

吴佩林・

鲁奇・王

国霞[17]

北京市 

1981 年

-2001 年

人口，都市化，経済

発展 

記述分析

姚 翠 友

[18] 

 

北京市 

1998 年

-2005 年

都市化，経済発展，

対外貿易，三次産業

の発展のカテゴリか

ら 26 の指標を選んだ 

灰色関連

度モデル

张有全・

宫辉力・

赵文吉・

李 小 娟

[21] 

北京市 

1990 年

-2000 年

人口，GDP 偏相関分

析 

北京市は岩手県を上回る約 1 万 6 千平方キ

ロメートルの面積を有し，世界的大都市であ

る中心の市街区域とその周辺の広い農村地域

から構成されている 2．改革開放以来，経済の

高度成長と急速な都市化に伴って，北京市の

農村地域では，大量の耕地が建設用地に転用

され，それが，生態環境に影響を及ぼし，環

境汚染などの問題も引き起こしている 3．これ

らの問題は，次第に政府によっても重視され

るようになり，1986 年に「中華人民共和国土

地管理法」が制定されたのを契機として中国

の耕地保全政策は徐々に整備されてきている
4．しかし，中国の耕地保全に関する政策が「世

界の最も厳格な耕地保全システム」5と自ら名

乗っているにもかかわらず，第 1 図からは，

1986 年以降も北京市では実際の耕地面積は

年々減少してきているという傾向が読み取れ

る．特に 1995 年から 1996 年と 2001 年から

2004 年にかけての 2 つの時期に，耕地の面積

は激しく減少した． 

出所：筆者作成 

これまでの研究は，主として中国全土を対

象として分析しており，北京市の状況に着目

した研究は多くない(第 1 表)．そして，北京

市を対象とする既存の研究では， 研究対象の

タイムスパンは最大 20 年間に過ぎない．また，

政策を変動要因として取り上げた分析は 2 つ

しかなく，しかも，この 2 つの研究では政策

要因を計量モデルに入れず，記述分析を行な

うにとどまっている．そこで，本稿では，1978
年から 2008 年までの 30 年間を対象として，

北京市における耕地減少の要因を分析する．

その際特に，経済的な要因と政策の要因の双

方に着目し，特に 1995-1996 年と 2001-2004
年の間で耕地面積が急減した理由を明らかに

することを課題とする． 

 
第 1 図 北京市における 1978-2008 の耕地面積 

単位：万 ha 

  
出所：北京市统计局，2011．「北京市统计年鉴 2011」．中
国统计出版社． 

Ⅱ．1978－2008 年の耕地面積に影響する要因 
北京市の耕地面積の減少は主に農用地 6内

部の転換による部分と建設用地への転用によ

る部分で分けられる．その中，建設用地への

転用は主に人口の増加と経済の成長によって

発生すると考えられる． 
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第 3 図 北京市における 1978-2008 の域内総生産の

うち第三次産業の比重 単位：％ 
１．人口 

第 2 図によって，改革開放以来北京市にお

いて，人口は年々増加してきたことがわかる．

1978年から 2008年にかけて定住人口数は 871．
5 万人から 1，695 万人に増加し，この 30 年

間でほぼ 2 倍に達した．特に 1995 年と 2000
年には，それぞれ 1 年間の間で 126．1 万人，

106．4 万人という大幅な増加があった．ここ

で，一つの現象に注意する必要がある．それ

は，いわゆる「一人っ子政策」7が実施されて

から，この 30 年間で北京市における人口の自

然増加率は極めて低下してきたという点であ

る．1997 年を除けば，1981 年以降一貫して毎

年の定住人口の増加率は当年の定住人口の自

然増加率より高い 8．つまり，この間の北京市

の人口の増加は主に外来人口の大幅の増加に

よるものである．急速な人口増加による住宅

地や生活用地の土地需要が拡大し，市の中心

街から郊外への市街地の拡大をもたらした．

1978 年から 2008 年にかけて，北京市では市

街区面積が 5 倍以上に拡大した 9．市街地が拡

大する過程において，耕地から建設用地への

転用が進展することは当然である． 

 
出所：北京市统计局．「北京市统计年鉴 2011」．中国

统计出版社． 2011． 
 
2．第三次産業の比重 

高度経済成長とともに，国民の収入も増え

て，レジャーのための時間も増加しつつある．

そのため，サービス商品の消費も多くなって

きた．中国政府は三次産業の発展を促進して

きた．1978 年から 2008 年にかけて，北京市

の域内総生産のうち第三次産業の比重は 23．
7%から 75．4%までに増加した(上掲の第 3 図

を参照)．そのうち，不動産産業と交通運輸業

の急速な発展は疑いなく直接的に建設用地の

需要の拡大をもたらし，その発展は北京市へ

の人口流入を促して，間接的に建設用地の需

要の拡大をもたらしてきた． 

 
第 2 図 北京市における 1978-2008 の定住人口単

位：万人 

 

 

3． 固定資産投資額 
第 4 図からは 1978 年から 2007 年まで固定

資産投資額は年々増加してきたことが分かる．

増加率については，1992 年までは小さな幅で

増加したが 1993 年からの増加速度は著しい

ものとなり，特に 2001 年以降はそのテンポは

より速いものとなった．その理由は 2001 年に

北京市はオリンピック開催地として指定され

たということにある．同年に確定したオリン

ピックに対する予算総額 2，800 億元中，イン

出所：北京市统计局．「北京市统计年鉴 2011」．中国

统计出版社．2011． 
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出所：北京市统计局．「北京市统计年鉴 2011」．中国

统计出版社． 2011 
フラ投資額は 1，800 億元で，64％を占めた．

この 1，800 億元の 50％は北京市の交通道路

の建設に投入された．2001 年に，北京市では

わずか 53．3 kmの地下鉄線路しか存在しなか

ったが 10，2008 年までに新しく建設された地

下鉄路線は計 147．5kmで，総営業路線は

200kmに達した 11．また，北京市首都空港の

拡大工事や国道などの道路の新築と改築もす

べてオリンピックに向けて交通状況を改善す

るための対策であった．交通の発展は郊外 12

の不動産投資を促進して，その結果新しい不

動産の開発や古い建物の改築が進んで，土地

に対する需要の増大を引き起こした．また，

32 件のオリンピック施設が建設され，それも

また耕地から建設用地への転用を加速させた． 

 
4． 政策 
 耕地面積の減少に影響する経済的な要因の

ほか，諸政策も耕地面積の変化に影響を与え

るといえる．そのなか，まずは「退耕還林プ

ロジェクト」を説明したい． 
「京津風沙源治理工程」とは中国政府が北京

市と天津市とその周りの都市の砂漠化を止め

て，生態環境を改善するために実施されたプ

ロジェクトである．全国規模で実施される「退

耕還林プロジェクト」もその中に組み込まれ

た．「退耕還林」というのは耕地として開墾さ

れた旧林地を元の状態に戻すプロジェクトで

ある．北京市における「退耕還林プロジェク

ト」は 2000 年の試行を経て，2002 年から 2004
年まで正式に実施された．このプロジェクト

は明らかに耕地の減少と林地の増加をもたら

した． 

都市部における固定資産投資額が増加し

ているだけではなく，農村開発に対する投資

額も増えてきた．その事例の一つが交通網の

拡充である．2005 年から 2007 年にかけて北

京市政府は 142 億元を投資して，遠郊区にお

いて集落の間をつなげる道路などの工事を行

った．この 3 年間で遠郊区で建設・修繕され

た道路の総全長は 8，771kmに達した 13．また，

1980 年代から北京市の農村における郷鎮企

業の発展に対する投資額も増加してきた 14． 

 
第 2 表 北京市における「退耕還林プロジェクト」の

完成状況 単位：ha 

年代 2000 2002 2003 2004 合計 

昌平 333.3 1,333.3 666.7 1,000.0 3,333.3

門頭溝 333.3 1,000.0 1,000.0 950.4 3,283.7

平谷 333.3 1,533.3 1,666.7 1,066.7 4,600.0

密雲 1,000.00 2,333.3 3,000.0 2,233.3 8,566.6

懐柔 666.7 1,600.0 1,000.0 1,986.7 5,253.4

延慶 666.7 2,200.0 2,666.7 96.30 5,629.7

合計 3,333.30 9,999.9 10,000.1 7,333.4 30,666.6

 
第 4 図 北京市における 1978-2008 の固定資産投

資額 単位：億元 

 

出所：逯进生「北京市退耕还林成效分析及成果巩固

策略」『林业经济管理』．5，2009，pp．44~49． 
 

「京津風沙源治理工程計画」にもとづいて，

北京市における「退耕還林プロジェクト」は

平谷区，密雲県，懐柔区，延慶県，昌平区と

門頭溝区の 6 つの区(県)を対象として，2000
年から 2004 年までに 58，000ha(その内 30，
666．6haの退耕還林とそれに組み合わせた 27，
333．3haの荒れ山の植林)で事業を完成させた
15．具体的な成績は第 2 表の通りである．資
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Ⅲ． 計量分析での検証 料の系統が異なるので，統計的には正確性を

欠くが， 2000 年初から 2004 年末までの耕地

面積の 10．2 万ha減少に対して同時期の「退

耕還林プロジェクト」の完成面積 3 万haは約

30%に相当する． 

以上の考察をふまえて，北京市の耕地面積

変動の説明変数として総定住人口数 X1，域内

総生産に占める第三次産業の比重 X2，固定資

産投資額 X3，単位耕地面積当たりの穀物の収

穫量 X4(単位：トン/ha)，農業機械化の総出力

量 X5(単位：万 kW)，「退耕還林プロジェクト」

P1 と「中華人民共和国土地管理法」P2 の七つ

の説明変数を選んだ．そして，「北京市统计年

鉴 2011」から 1978-2008 年の被説明変数の耕

地面積と X1 から X5 までの説明変数のデータ

を収集した．政策の変数については，まず「退

耕還林プロジェクト」は 2002 年から 2004 年

まで正式に実施されたことをふまえて，P1 は

2002 年から 2004 年までの間は 1 とし，他の

年は 0 とした．また，「中華人民共和国土地管

理法」は 1986 年に制定されたものの，1998
年の改訂によって法律として完備したことを

考慮に入れて，P2 は 1998 年以降は 1 とし，

1998 年以前は 0 とした．  

2005 年から耕地の減少率が小さくなって

きた原因の一つは「退耕還林プロジェクト」

の終了である．「退耕還林」という政策は 2005
年以降も実施されているが，しかし，完成し

た事業地区に対する保護に事業の中心が移行

しており，耕地から林地への大規模な転換は

実施されていない． 
次に，耕地保全に対する諸政策を検討した

い．1986 年に「中華人民共和国土地管理法」

が制定され，その後，3 回の修正があった(1988
年，1998 年，2004 年)．その内，特に 1998 年

の 2 回目の修正が重要である．立法の思想や

主要な内容が大きく改訂された．その際，耕

地保全のための重要な政策のひとつである

「占補平衡政策」 16が法律として「中華人民

共和国土地管理法」に取り込まれ，耕地転用

の抑制と耕地保全が目標として設定された． 
それぞれのデータを揃えたのち，長期均衡

モデルによって次の計量分析を行った．本稿

が使っているデータは時系列データである．

時系列のデータを分析する際に，普通用いら

れる線形回帰の使用が制限される．マクロ経

済理論に基づいて，もしある経済システムの

中の変数は，下記の方程式 1 に合えば，この

経済システムは均衡の状態になったといえる． 

 
5． その他の変数 

改革開放以後，技術進歩と経済発展に伴っ

て，北京市において単位耕地面積当たりの穀

物の収穫量と農業機械の総出力量は増えてい

った．しかし，1995 年以降，農業機械の総出

力量は減少に転じている．更に，1997 年から

2002 年までには単位耕地面積当たりの穀物

の収穫量が減少し，2002 年以降増加の趨勢へ

と再度転換している．農業以外の就労機会の

増大にともなって，90 年代半ば以降農民は，

農業機械の投資を消極化させていったと考え

られる．その結果，農民にとっても政府にと

っても耕地としての価値が建設用地としての

価値と比べて，相対的に低くなってゆき，そ

のために建築用地への転用がしやすくなって

いったといえる．  

方程式 1： f ( yt, x1t,x2t,.L,xnt) = 0 

もしこの式が任意の時間ですべて成立す

れば，この経済システムは長期にわたって均

衡の状態が維持されるといえる．すなわち，

本稿で用いる長期均衡モデルである（方程式

2）． 
方程式 2： 

yt =α 0+α 1 x1t+α 2 x2t +L+α n xnt +εt
 

α i （ i =1,2,L,n）は長期弾性係数． 

 まず，これらのデータを単位根検定を行っ
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た結果，すべて一階差分で検定を通過した． 
そこで，Engle-Granger の共和分検定を行って，

これらの変数は共和分があるという結果を得

た．以上の検定を終えたのち，Stata によって

計量分析を行って第 3 表の結果を得た． 
モデル 1 では，域内総生産に占める第三次

産業の比重 X2，固定資産投資額 X3，「退耕還

林プロジェクト」P1 と「中華人民共和国土地

管理法」P2 は全部有意である． 第三次産業

の比重 X2 が 1％増加すると，耕地面積は 0．
1039 万 ha 減少した．同様に，固定資産投資

額 X3 が 1 億元増加すると，耕地面積は 0．0036
万 ha 減少した．両方とも 1％で有意である．

政策の変数に関しては，「退耕還林プロジェク

ト」P1 と「中華人民共和国土地管理法」P2 が

0から 1になると，耕地面積はそれぞれ 2．9915
万 ha と 2．1797 万 ha 減少した(それぞれ， 1％
と 5％で有意)．モデル 2 はモデル 1 を元にし

て総定住人口数 X1 を加えたものであるが，

X1 も X2 も有意ではない．そして，モデル 3
からモデル 6 においては，単位耕地面積当た

りの穀物の収穫量 X4 と農業機械化の総出力

量 X5 を加えているが，P2 は有意ではなくな

っている．また，モデル 4 を例としてとれば，

総定住人口数 X1 は 1 万人増加すると，耕地面

積が 0．0152 万 ha 減少した(1％で有意)． X4

と X5 は 1 単位が減少すると，耕地面積がそれ

ぞれ 0．7840 万 ha と 0．0160 万 ha 減少した．

両方とも 1％で有意である． 
 

第 3 表 分析の結果 
モデル  
1 

モデル  
2 

モデル  
3 

モデル  
4 

モデル

5 
モデル  
6 

 

耕地面

積 
耕地面

積 
耕地面

積 
耕地面

積 
耕地面

積 
耕地面

積 

総定

住人

口 X1 

 -0.0027 
(0.750) 

-0.0177
*** 
(0.001)

-0.0152
*** 
(0.003) 

-0.0004
(0.964)

-0.0103
*** 
(0.007)

第三

次産

業の

比重

X2 

-0.1039
*** 
(0.004) 

-0.0809 
(0.316) 

-0.1705
* 
(0.065)

-0.2359
** 
(0.014) 

-0.1864
** 
(0.038)

 

固定

資産

投資

額 X3

-0.0036
*** 
(0.000)

-0.0034
*** 
(0.001)

  -0.0030
** 
(0.002)

-0.0027
*** 
(0.000)

穀物

の単

収 X4

   0.7840*
** 
(0.005) 

0.7846
** 
(0.026)

 

農業

機械

総出

力量

X5 

  0.0203*
** 
(0.000) 

0.0160*
** 
(0.004) 

  

退耕

還林

P1 

-2.9915
*** 
(0.002)

-2.9484
*** 
(0.002)

-2.3687
*** 
(0.008) 

 -1.1145
(0.328)

-2.8526
*** 
(0.003)

土地

管理

法 P2

-2.1797
** 
(0.041)

-2.3182
** 
(0.049)

-0.6387 
(0.624) 

0.6691 
(0.635) 

-0.2685
(0.843)

-2.9175
*** 
(0.005)

Num 
of 
obs

31 31 31 31 31 31 

Prob 
> F

0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000

Adj-
R2 

0.9715 0.9705 0.9731 0.9741 0.9751 0.9704

Root 
MSE

1.2482 1.2702 1.2124 1.1883 1.1664 1.2714

 
出所：筆者作成 
註：***，**，*はそれぞれ 1％，5％と 10％レベルで

有意することを意味する． 
 

P2 を除けば，この結果は第 2 節の分析とも

整合的であり，既存の研究結果とも合致する

(Paul Valeria, Tonts Matthew[3],Chou T L, 
Chang J Y[2],Zhang Tingwei[4],Camagni R., 
Maria C. G., Rigamonti P. [1],谈明洪・李秀彬・

吕昌河[16],李景钢・何春阳・史培军[10],刘彦

彤・张延军・赵玲〔11〕邵晓梅・杨勤业・张

洪业[15]冯晓琳・李明・梅惠[8] )．  
P2 に関していえば，耕地から建設用地への

転用を抑制することを課題にして「中華人民

共和国土地管理法」が 1998 年に改訂されたに

もかかわらず，統計分析上では耕地面積と負

の因果関係が確認されてしまった． 
ここで注意すべきは，「中華人民共和国土

地管理法」の主要な政策の一つである「占補
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脚注 平衡政策」である．「占補平衡政策」が実施さ

れて以降，耕地から建設用地への転用が抑制

され， ある程度耕地保全が実現されている．

しかし， 他の農用地が「占補平衡政策」の対

象とならなかったため，この政策の実施によ

って逆方向のインセンティブが生じている．

すなわち，転用しようとする事業者のあいだ

では「占補平衡政策」の対象となることを免

れるために，まず耕地を他の農用地に地目転

換した後で，建設用地への転用する動きが進

展した． 結果として「中華人民共和国土地管

理法」の 1998 年の改訂は政策意図とは逆に耕

地を減少させる原因になってしまった 17． 
 

Ⅳ． 終わりに 
北京市における 1978 年から 2008 年までの

30 年間のデータに対する分析を通じて，耕地

面積の減少に影響した経済的な要素は総定住

人口数，域内総生産に占める第三次産業の比

重及び固定資産投資額であることが明らかと

なった．政策要素については，「退耕還林プロ

ジェクト」の実施に伴って，2000 年から 2004
年まで大量の耕地が林地に転換された．また，

「占補平衡政策」が耕地の保全という本来の

課題と逆方向のインセンティブを生じさせた

ために，この政策を一つの基本的な制度とし

て組み入れた 1998 年改訂「中華人民共和国土

地管理法」は耕地面積の減少を促進している．

以上のことから，1996 年と 2001 年から 2004
年までの耕地面積の急減はおもに 1995 年と

2000 年の人口の急増，2000 年から 2004 年ま

で実施された「退耕還林プロジェクト」と

2001 年から北京オリンピックに対するイン

フラ投資額の増加によって説明することがで

きる． 
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